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暫定ケアプランの取扱いについて（通知） 

 
 日頃から，本市の介護保険事業の運営にご理解，ご協力いただきまして誠にありがとうご

ざいます。 

 本市では，これまで，要支援・要介護認定の結果が確定する前に介護サービスを利用する

ために暫定ケアプランを作成していた場合において，暫定で見込んでいた介護区分（要支援・

要介護の区分）と異なる認定結果となった場合には，居宅介護支援事業所と介護予防支援事

業所又は地域包括支援センター（以下「介護予防支援事業所等」という。）が連携している

旨を事前に藤沢市に届出又は連絡をいただいた場合に限り，「居宅サービス計画作成等依頼

（変更）届出書」又は「介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）

届出書」（以下「居宅サービス計画作成依頼届出書等」という。）の変更年月日を前月以前の

日付に遡りで受け付ける取扱いをしていました。 

この取扱いについて，この度改めて見直しを行い，今後は次のとおり取扱うことといたし

ましたので，お知らせいたします。 

 
【今後の取扱い】 

認定の介護区分が要介護・要支援のいずれの介護区分に判定されるか判断できない場合に

ついては，居宅介護支援事業所と介護予防支援事業所等が連携して暫定ケアプランを作成し

ていた場合に限り，当該認定結果を確認後，速やかに「居宅サービス計画作成依頼届出書等」

を提出いただくことで，届出書のサービス利用開始年月日又は変更年月日を当該暫定ケアプ

ランに係るサービス利用開始日の属する月の月末まで遡ることを可能とします。また，今後

は事前の届出又は連絡は不要とします。 

なお，暫定ケアプランの作成にあたっては，別紙の注意事項を必ずご確認ください。 

 ※暫定ケアプランのサービス利用開始日の属する月の翌月以降に認定結果が確定し，その

後に「居宅サービス計画作成依頼届出書等」を提出した場合，当該「居宅サービス計画

作成依頼届出書等」を藤沢市に提出した月の翌月以降に請求してください。（月遅れ請

求となります。） 

※居宅介護支援事業所と介護予防支援事業所等が連携して暫定ケアプランを作成してい

なかった場合には，当該取扱いの対象とはなりません。（償還払いとなります。） 

 
以 上 



 

【暫定ケアプランの作成にあたっての注意事項】 

 
１ 暫定ケアプランの作成が必要な場合 

（１）要支援・要介護認定の新規（区分変更）申請を行い，認定結果が確定する前にサービ

スを利用する場合 

（２）要支援・要介護認定の更新申請を行い，更新前の認定有効期間経過後，更新後の認定

結果が確定する前にサービスを利用する場合 

 
２ 留意事項 

（１）認定結果が非該当となった場合又は暫定で見込んだ介護度よりも軽度の判定となった

場合などには，介護サービスに係る費用の全部又は一部が利用者の自己負担となる可

能性があることについて，あらかじめ利用者又はその家族に十分説明を行ってくださ

い。 

（２）要支援・要介護のいずれの介護区分に判定されるか判断できない場合は，必ず，居宅

介護支援事業所と介護予防支援事業所等が相互に連携の上，暫定の「居宅介護サービ

ス計画」及び「介護予防サービス計画」（以下「暫定ケアプラン」という。）を作成し

てください（ダブルプラン）。 

（３）暫定ケアプランを作成する場合であっても，「指定居宅介護支援等の事業の人員及び

運営に関する基準（指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準）」に定められた一連

の業務を必ず行ってください。 

（４）アセスメントやサービス担当者会議は，居宅介護支援事業所及び介護予防支援事業所

等が連携して行い，暫定ケアプランには，なるべく居宅サービス及び介護予防サービ

ス両方の指定を受けている事業所を位置付けるようにしてください。 

（５）暫定で見込んだ介護区分（要支援・要介護の区分）と異なった認定結果となった場合

において，あらかじめ居宅介護支援事業所と介護予防支援事業所等が連携を行ってい

なかったときは，当該認定区分に応じた暫定ケアプランが作成されていないことから，

居宅介護支援費（介護予防支援費）の請求はできません。その場合，サービス利用に

係る保険給付費等は償還払いとなります。 

 
３ 居宅サービス計画作成等依頼届出書等 

  居宅サービス計画作成等依頼届出書等については，原則，暫定で見込んでいる介護区分

に応じて，暫定サービス利用開始日の月末（土日祝日の場合は，直前の営業日）までに藤

沢市に届出してください。 

ただし，要支援・要介護のいずれの介護区分に判定されるか判断できない場合において

は，認定結果確認後，速やかに居宅サービス計画作成等依頼届出書等を提出することして

も構いません。なお，居宅サービス計画作成等依頼届出書等を藤沢市に届出していない間

は，認定関係書類の写しの交付等は請求できませんのでご注意ください。 



 
４ 認定結果が確定した後の取扱い 

（１）暫定で見込んだ介護度と認定結果が同じ介護度だった場合 

① 暫定ケアプランから本ケアプランに移行するにあたり，サービスの内容を変更しな

い場合 

 改めて本ケアプランを作成しない場合は，暫定ケアプランを見え消しで修正し，暫

定ケアプランから本ケアプランに移行したことが分かるようにすること。 

 本ケアプランに移行することについて，利用者又は家族等に説明の上，同意を得る

とともに，支援経過に同意を得た日付，相手方，確認方法（電話，面接等）を記録

すること。 

 確定後の本ケアプランの写しを利用者及びサービス事業所等に交付すること。 

② 暫定ケアプランから本ケアプランに移行するにあたり，サービスの内容を一部変更

する場合 

 認定結果確定後，速やかに計画作成に必要な一連の業務を行うこと。 

 

（２）暫定で見込んだ介護度と認定結果が異なる介護度だった場合（介護区分（要支援・要

介護の区分）は同一の場合） 

（例：要介護 2見込み→要介護 3の認定，要支援 2見込み→要支援 1の認定） 

 

① 暫定ケアプランから本ケアプランに移行するにあたり，サービスの内容を変更しな

い場合 

 改めて本ケアプランを作成しない場合は，暫定ケアプランを見え消しで修正し，暫

定ケアプランから本ケアプランに移行したことが分かるようにすること。 

 本ケアプランに移行することについて，利用者又は家族に説明の上，同意を得ると

ともに，支援経過に同意を得た日付，相手方，確認方法（電話，面接等）を記録す

ること。 

 確定後の本ケアプランの写しを利用者及びサービス事業所等に交付すること。 

② 暫定ケアプランから本ケアプランに移行するにあたり，サービスの内容を変更する

場合 

 認定結果確定後，速やかに計画作成に必要な一連の業務を行うこと。 

   

（３）暫定で見込んだ介護度と認定結果が異なる介護度だった場合（介護区分（要支援・要

介護の区分）も異なる場合） 

（例：要介護 1の見込み→要支援 2の認定，要支援 2の見込み→要介護 1の認定） 

 

① 暫定ケアプランから本ケアプランに移行するにあたり，サービスの内容を変更しな

い場合 

 居宅介護支援事業所と介護予防支援事業所等があらかじめ連携の上，暫定ケアプラ

ンを作成していた場合には，認定結果の区分に応じた事業所が，居宅介護支援費（介

護予防支援費）を請求する。 



 改めて本ケアプランを作成しない場合は，暫定ケアプランを見え消しで修正し，暫

定ケアプランから本ケアプランに移行したことが分かるようにすること。 

 本ケアプランに移行することについて，利用者又は家族に説明の上，同意を得ると

ともに，支援経過に同意を得た日付，相手方，確認方法（電話，面接等）を記録す

ること。 

 確定後の本ケアプランの写しを利用者及びサービス事業所等に交付すること。 

 給付管理を行う居宅介護支援事業所又は介護予防支援事業所等は，認定結果確認後

に「居宅サービス計画作成等依頼届出書等」を藤沢市に提出すること。 

 サービス利用開始日の属する月の翌月以降に認定結果が確定した場合には，認定結

果確認後，速やかに居宅サービス計画作成等依頼届出書等を提出することとし，そ

の際のサービス利用開始日又は変更年月日は暫定サービス利用開始月日の属する月

の月末の日付を記載すること。（サービス利用に係る保険給付費等の請求は月遅れ請

求となる。） 
 

② 暫定ケアプランから本ケアプランに移行するにあたり，サービスの内容を変更する

場合 

 居宅介護支援事業所と介護予防支援事業所等があらかじめ連携の上，暫定ケアプラ

ンを作成していた場合には，認定結果の介護区分に応じた事業所が，認定結果後速

やかに計画作成に必要な一連の業務を行い，居宅介護支援費（介護予防支援費）を

請求する。 

 給付管理を行う居宅介護支援事業所又は介護予防支援事業所等は，認定結果確認後

に「居宅サービス計画作成等依頼届出書等」を藤沢市に提出すること。 

 サービス利用開始日の属する月の翌月以降に認定結果が確定した場合には，認定結

果確認後，速やかに「居宅サービス計画作成等依頼届出書等」を提出することとし，

その際のサービス利用開始日又は変更年月日は暫定サービス利用開始月日の属す

る月の月末の日付を記載すること。（保険給付費等の請求は月遅れ請求となる。）  

 

【参考】ケアプランの「軽微な変更」の内容について（介護保険最新情報№155） 

 ＜軽微な変更と考えられる例＞ 

   あくまで例示であり，「軽微な変更」に該当するかどうかは，変更する内容が「指定

居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準」等に基づき，一連の業務を行う必

要性が高いかどうかによって判断すべきものである。 

 （１）臨時的・一時的なサービス提供日，時間帯，曜日の変更 

 （２）同一事業所における週 1 回程度のサービス提供の回数変更 

 （３）利用者の住所変更 

 （４）事業所の名称変更 

 （５）目標設定（課題や期間）の変更を伴わない目標期間の延長 

 （６）同一種目の福祉用具のうち機能の変化を伴わない同等用具への変更 

 （７）目標もサービスも変わらない（利用者の状況以外の原因による）単なる事業所変更 

 （８）目標を達成するためのサービス内容のみが変わる場合 



 （９）同一事業所における担当介護支援専門員の変更 

 

＜軽微な変更として取扱う場合の対応＞ 

 （１）サービス担当者会議 

     必ずしも実施しなければならないものではないが，介護支援専門員等がサービス

事業所へ周知した方が良い判断する場合には開催すること。また，開催にあたって

やむを得ない理由がある場合には，照会等により意見を求めることができる。 

 （２）居宅サービス計画等への記載 

     軽微な変更として取扱う箇所を見え消しで修正し，軽微な変更として取扱う旨を，

利用者又は家族に説明の上，同意を得るとともに，支援経過に同意を得た日付，相

手方，確認方法（電話，面接等）を記録すること（再度同意の署名をもらうことで

も可）。 

 

以 上  

 

 

【事務担当】 

 藤沢市 福祉健康部 介護保険課 

 総務・給付担当 

 TEL ０４６６－５０－３５２７（直通） 


